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入札公告 

 

 

 次のとおり一般競争入札（最低価格落札方式）に付しますので、独立行政法人国

際協力機構契約事務取扱細則（平成 15 年細則(調)第 8号）（以下「細則」という。）

に基づいて公告します。 

 

2021 年 9 月 10 日 

独立行政法人国際協力機構 

関西センター 

契約担当役 所長 佐藤 恭仁彦 

 

１. 調達内容 

（１）工事名称:JICA 関西 火災報知設備及び非常放送設備更新工事 

（２）工事概要：JICA 関西の火災報知設備、非常放送設備の機器更新。工事詳細は、

入札説明書「業務仕様書」、別冊「図面」の通り。 

（３）工  期：2021 年 11 月上旬から 2022 年 6 月中旬 

 

２. 競争参加資格 

細則第４条に定める不適格者が排除されるほか、細則第５条に基づき、以下の競争

参加資格要件を設けます。 

（１） 令和 3・4 年度の国土交通省近畿地方整備局一般競争（指名競争）参加資格に

おける工事種別「電気設備工事」の「A」又は「B」又は「C」の参加資格を得

ていること。加えて、建設業法（昭和 24 年法律第 100 号）第 3 条第 1 項の規

定による建設業の業種区分「消防施設工事業」の許可を得ていること。 

（２） 建設業法（昭和 24 年法律第 100 号）第 26 条に規定される主任技術者を配置

できること。資格要件は、１級電気工事施工管理技士または同等以上の資格を

有するものとする。加えて、消防法（昭和 23 年法律第 186 号）に規定する甲

種消防設備士（第 4類）の資格を有すること。 

（３） 過去 10 年以内に元請けとして、延床面積 9,000 ㎡以上の建物の消防設備（自

動火災報知設備等）の新設又は改修工事の施工実績を 1件以上有すること。 

（４） 共同企業体による競争参加を認めません。 

 

３. 入札説明書 

入札説明書は以下のサイトに掲載します。 

本公告の「入札説明書等（PDF）」欄に掲載されているファイルをダウンロードして 

ご参照ください。 
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国際協力機構ホームページ（https://www.jica.go.jp/index.html） 

→「調達情報」 

→「公告・公示情報」 

→「各国内拠点（JICA 研究所を含む）における公告・公示情報」 

→「各国内拠点（JICA 研究所を含む）における公告・公示情報－工事、物品購

入、役務等－（2021 年度）」 

→「JICA 関西」 

 （https://www.jica.go.jp/chotatsu/domestic/koji2021.html#kansai） 

※なお、契約担当部署は以下のとおりです。 

JICA 関西 総務課 

電話番号：078-261-0341   FAX 番号：078-261-0342 

 

４．説明会 

競争参加希望者に対し、具体的工事内容を理解して頂くために、工事内容の説明 

、現場確認会を以下のとおり開催します。 

（１）開催日時 

2021 年 9 月 17 日（金）～ 24 日（金） のうち各日 1～2社ずつ 

9 時 30 分から 17 時 30 分の間で現場確認が必要な時間 

※希望状況により、1社/日に納まらない場合は、午前 1社・午後 1社（合計 2

社/日）で調整します。 

（２）開催場所 

独立行政法人国際協力機構 関西センター   

〒651-0073 兵庫県神戸市中央区脇浜海岸通 1-5-2 

（３）その他：参加希望者は、 

   9 月 16 日（木）正午までに電子メールにて社名、参加希望者の氏名を連絡願い

ます。集合場所等をお伝えします。 

  ・電子メールアドレス：Wakamiya.Ai@jica.go.jp  

  ・タイトル：【説明会出席希望】自動火災報知設備及び非常放送設備更新工事 

  ・参加は一社あたり 4 名を上限とします。 

  ・当日の急な参加はご遠慮願います。 

  ・当日説明会場では、本件入札説明書の交付はいたしませんので、必ず事前に入

手の上持参してください。 

  ・説明会への出席は競争参加資格の要件とします。説明会に出席していない者

（社）は競争への参加はできません。 
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５. 入札執行の日時及び場所 

（１）日時 

2021 年 10 月 26 日（火）14 時～ 

（２）場所 

独立行政法人国際協力機構 関西センター 3 階 セミナールーム 35 

〒651-0073 兵庫県神戸市中央区脇浜海岸通 1-5-2 

 

６．競争・契約情報の公表 

  本競争への参加を以て、選定結果情報、契約情報（法人、個人、団体名（共同企

業体を結成する場合は共同企業体の構成員も同様）を含む）の公表に同意したもの

とみなします。 

  機構の契約に関する情報の公表の基本方針は以下ウェブサイトのとおりです。 

 「公共調達の適正化に係る契約情報の公表について」 

 

（ https://www.jica.go.jp/announce/manual/guideline/consultant/corporate.htm

l） 

 

 

 以 上 


